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○一般質問の質問時間の目安 

 

質問者 １人目 ２人目 ３人目 ４人目 ５人目 ６人目 

質問 

時間 

9:30～ 

10:20 

10:20～ 

11:10 

11:20～ 

12:10 

13:10～ 

14:00 

14:00～ 

14:50 

15:00～ 

15:50 

 

※時間はあくまでも目安です。 

一問一答方式は持ち時間 50 分（答弁時間を含む）、包括方式は持ち時間 30 分

（答弁時間は含まない）です。 

議員により質問時間は変動しますので、あしからず御了承ください。 
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１． ３番 瀧   好 伸 議員  （ 一問一答 ） 

１ 外国籍児童生徒への日本語指導について 

「次の世代に向けて」という視点から、また、私自身の経験を踏まえても、教育の

充実は社会の基盤を支える最重要課題であると考える。子供たちの存在は、今も、そ

してこれからもかけがえのないものであり、その成長を支える教育環境の整備は、行

政として不断に取り組むべき責務である。 

しかしながら、現在の教育現場では、いじめや不登校への対応、特別な配慮を要す

る児童生徒への支援、外国籍児童生徒への日本語指導、子供の学力保障、経済状況に

よる教育格差、少子化に伴う学校規模の縮小、教職員の働き方改革など、多岐にわた

る課題が顕在化している。また、時代の変化とともに子供たちを取り巻く環境も大き

く変わり、抱える悩みや不安は複雑化している。こうした課題に向き合うためには、

学校だけでなく、家庭や地域との連携が不可欠である。 

特に、外国籍児童生徒への日本語指導に関する最新の報道によると、日本語指導が

必要な児童生徒は2025年度に８万4,759人と過去最多を更新し、約10年で倍増してい

る。2023年度の前回調査から僅か２年間で１万5,000人以上増加し、その多くが外国籍

の子供である。日本語指導が必要な児童生徒が在籍する学校は全国の４割に達し、在

留外国人の「集住」と「散在」が同時に進む中、学校現場の個別対応には限界が生じ

ているとの指摘もある。 

こうした状況を受け、文部科学省は、2027年度から来日直後の子供が基礎的な日本

語や学校生活のルールを学ぶ「プレクラス」のモデル事業を開始し、オンライン指導

の整備や年齢に応じた教材開発など、日本語の初期指導を抜本的に強化する方針を示

している。 

一方で、2003年度からの20年間で外国籍児童生徒は約３倍に増加し、母語の多様化

や日本語指導担当教員の確保、学習言語の習得支援など、学校現場の体制整備が追い

ついていない状況も続いている。当市においても外国籍住民は年々増加し、市内の学

校でも日本語支援の必要性が高まっている。島田市国際交流協会によりおおるりや初

倉公民館において日本語教室が継続的に開催され、初倉では初級クラスが満員となる

ほどの需要が高い状況が報告されている。このように、当市としても多言語案内や生

活支援情報の整備を進めており、外国籍住民の定着支援を重要な課題として認識して

いると捉えている。 

以上を踏まえ、当市の状況について以下伺う。 

(1) 当市における外国籍児童生徒数の推移を伺う。あわせて、日本語指導が必要な
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児童生徒の現状をどのように把握しているか伺う。 

(2) 当市の学校現場における日本語指導体制の現状について伺う。 

(3) 島田市国際交流協会による日本語教室の需要が高まっている現状を受け、学校

での日本語指導をどのように行っていくのか伺う。 

２ 特別な配慮を要する生徒（ヤングケアラー）への支援について 

ヤングケアラーとは、本来大人が担うはずの家事や家族の世話を日常的に行ってい

る子供、若者を指す。単なる「手伝い」とは異なり、家族の介護、きょうだいの世話、

家事の負担、精神的なサポートなど、家庭生活の中心となり、大きな責任を抱えてい

ることが特徴である。そのため、学業や友人関係、将来を考える時間が制限され、心

身の健康や成長に影響が出る場合があると言われている。 

しかし、家庭の事情がデリケートであることや本人が自覚していないことから、支

援が必要でも表面化しにくい構造にある。支援には、学校、地域、行政の連携が不可

欠であり、相談体制の整備、家庭訪問による状況把握、学習・生活支援、精神的なサ

ポート、18歳以降にわたる切れ目ない支援などが求められる。 

ヤングケアラーの存在に気づき、適切な支援を提供することは、子供が子供らしく

成長できる社会の実現につながると考えることから、当市の状況について以下伺う。 

(1) ヤングケアラーの実態把握をどのように行っているのか、教育や福祉の関係機

関との連携も含めた当市の状況を伺う。 

(2) ヤングケアラーが抱える学習、生活、心理面の課題に対し、市として現在どの

ような支援策を講じているのか伺う。 

(3) 地域住民や学校、教育、医療、福祉の関係機関など多機関連携が不可欠である

と考えるが、地域全体で支えるため、市としてどのように取り組んでいるか伺う。 
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２． ７番 内 田   修 議員  （ 一問一答 ） 

１ 公共交通の現状と将来について 

近年、当市においては人口減少や少子高齢化、運転手不足、燃料価格の高騰等を背

景に、地域公共交通を取り巻く環境が大きく変化している。 

特に路線バスの減便や利用者数の減少は、市民生活に直接影響を及ぼしており、通

勤・通学はもちろん、高齢者の通院や買い物など、日常生活を支える移動手段の維持

が大きな課題となっている。 

また、自家用車を前提とした生活が難しい高齢者や学生、障害のある方々にとって、

公共交通は単なる移動手段ではなく、「地域で暮らし続けるための社会基盤」である。 

しかしながら、地域によっては交通空白の拡大も懸念され、市民からは「将来、移

動手段がなくなるのではないか」という不安の声も聞かれている。 

さらに、公共交通の衰退は、地域経済や観光振興、中心市街地の活性化にも影響を

与える問題であり、持続可能なまちづくりという観点からも看過できない。 

こうした中、行政として、地域交通をどのように維持・再構築し、市民の移動権を

守っていくのかが問われている。 

そこで、当市の公共交通政策の現状認識と今後の方向性について、以下質問する。 

(1) 公共交通の衰退は、人口減少が大きな要因となっているが、そのほかに当局が

分析した要因について伺う。 

(2) 当市はコミュニティバスの見直しや再編を進めているが、利用者減少のみを理

由に路線縮小や減便を進めれば、さらに利用者離れを招く悪循環になりかねな

い。特に、高齢者や交通弱者への影響をどのように検証しているのか伺う。 

(3) 公共交通は福祉政策であると同時に、定住促進、観光、中心市街地活性化とも

密接に関わるが、今後の都市政策の中で、当市が公共交通をどのように位置づけ

ていくのか伺う。 

(4) 自家用車依存の現状は、移動できる人とできない人の格差、高齢者・学生・障

害者等の移動を支援する人への負担、公共交通の衰退、都市のスプロール化、災

害時の脆弱性等多くの課題を抱えている。自家用車依存からの転換について、当

市がどのような将来像を描いているか伺う。 

(5) 運転免許返納者や学生に対する当市独自の施策について伺う。 

２ 災害時における飲み水とトイレの確保に関する課題について 

近年、全国各地で地震や豪雨等による大規模災害が頻発しており、災害時における
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飲み水とトイレの確保が極めて重要な課題となっている。特に令和６年能登半島地震

では、広範囲にわたる断水や下水道機能の停止により、飲料水不足だけでなく、避難

所等でトイレが使用できない状況が長期間続いた。 

衛生環境の悪化や感染症リスクの増加に加え、トイレを控えるために水分摂取を我

慢し、健康被害につながるケースも指摘されている。当市においても、南海トラフ巨

大地震や集中豪雨等による断水、停電、道路寸断等が想定されており、市民生活を維

持するためには、飲み水と衛生環境を同時に確保する体制整備が必要である。 

また、当市は中山間地域を抱え、高齢化も進んでいることから、「備蓄しているか」

だけではなく、「必要な場所へ届けられるか」「継続して使えるか」という視点が重要

である。そこで、当市の対応について以下伺う。 

(1) 当市では、大規模災害時における断水や下水道停止した際の飲料水とトイレ用

水の需要をどの程度想定しているか伺う。 

(2) 当市が備蓄している飲料水の総量と、その総量で何日分、何人分を賄うことを

想定しているのか伺う。 

(3) 災害時に飲料水、トイレ用水をどのように確保するか伺う。 

(4) 災害時の応急給水拠点は市内に何か所設置されるか伺う。 

(5) 避難所におけるトイレ対策について、携帯トイレ、簡易トイレ、マンホールト

イレ及び仮設トイレの備蓄・整備状況はどうか伺う。 

(6) 高齢者や要配慮者に対して飲料水を届ける支援体制をどのように想定してい

るか伺う。 
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３． １番 松 本   晃 議員  （ 一問一答 ） 

１ 公共空間の活用について 

令和８年度より第３次島田市総合計画がスタートした。本計画は「市民一人ひとり

が幸せを共感できる豊かなまちの実現を目指し、10年、20年先を見据える一方で、あ

らゆる変化に的確に対応する方策を位置付ける」としている。 

本計画の基本構想では、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考え方に基づいた

まちづくりを進めるとし、前期基本計画の「政策分野６【経済・産業】」及び「政策分

野７【都市基盤】」では、「ウォーカブルなまちづくりを推進」するとしている。 

そこで、本計画の方向性を踏まえた、公共空間を活用したにぎわいのあるまちづく

りについて、以下質問する。 

(1) 本計画における公共空間の位置づけについて伺う。 

(2) 帯モール・帯テラスを含む市役所庁舎エリアの現状及び課題は何か。 

(3) おび通りの現状及び課題は何か。 

(4) 島田駅北口エリアの現状及び課題は何か。 

(5) 観光政策における中心市街地の現状及び課題は何か。 

(6) 滞在する時間・機会を増やし周遊性を高めるために、拠点間をつなげる道路な

どの公共空間の活用が有効だと考えるが、市の見解について伺う。 
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４． 17番 大 石 歩 真 議員  （ 一問一答 ） 

１ 島田のまちなかの今後のエリアマネジメントについて 

島田駅前周辺地域は、市の「玄関口」であり、島田らしさを体現する中心的なエリ

アである。昨年６月定例会において同テーマで質問し、島田駅前周辺エリアについて

実態を正確に把握するのは難しい状況にあるとの答弁を得た。しかし、その後、民間

事業者が経済産業部商工課と連携し、島田商工会議所青年部（島田ＹＥＧ）の協力も

得て、中心街区（栄町・日之出町・本通一丁目〜三丁目）における不動産の実態把握

調査が実施され、令和８年３月に調査報告書として取りまとめられた。 

調査から見えてきた実態は、単なる商店街の空洞化問題ではない。建物の老朽化・

旧耐震基準の問題、相続等に伴う権利関係の複雑化など、売買も賃貸も発生しない「凍

結」状態の不動産が中心街区全体に広がっている実態が明らかになった。 

市内で路線価が最も高い、まちの経済的重心ともいえるこのエリアの不動産が市場

で動かないことは、固定資産税評価額が更新されず、新たな民間投資が呼び込めず、

雇用も消費も生まれないということを意味する。これは当市全体の地域経済の問題で

ある。 

令和２年度から令和６年度まで推進されてきた中心市街地活性化基本計画は、令和

７年度に当市独自の基本方針へと転換した。一方、中心街区は建物の老朽化、旧耐震

基準の高い比率、所有者の高齢化、不動産の凍結という「構造的衰退」の問題を深刻

に抱えており、現行の補助金・イベント施策では根本的に届いていない。今こそ、ソ

フト施策の延長ではなく、不動産が市場で動くための基盤を行政が整え、民間が投資・

挑戦できる環境をつくるという、構造的な転換が必要である。 

また、第３次島田市総合計画は中心市街地での「居心地がよく歩きたくなるウォー

カブルなまちづくり」を明記している。この言葉を絵に描いた餅にしないために、以

下伺う。 

(1) 民間事業者が、商工課と連携して実施した中心街区の実態把握調査の概要とそ

の結果が示す実態について、市の受け止めを伺う。 

(2) 中心街区では建物の老朽化、旧耐震基準の高い比率、所有者の高齢化が深刻な

状況にある。今後、中心街区において区画整理・市街地再開発など、大規模な都

市形成事業を実施する計画はあるか、市の明確な見解を伺う。 

(3) 今後、中心街区に対する建物・ハードを含めた支援策をどのように考えるか。

また、活用できる国の制度についての市の認識を伺う。 

(4) 第３次島田市総合計画に明記されたウォーカブルなまちづくりを実現するた
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めの取組状況と、今後の考えを伺う。 

２ 放課後児童クラブの待機児童対策と放課後の居場所づくりについて 

放課後児童クラブは、保護者の就労等を支える制度であると同時に、子供たちが放

課後を安心して過ごすための重要な居場所である。共働き世帯や核家族が増え、地域

の見守りの形も変化する中で、放課後の子供の居場所をどのように確保するかは、子

育て支援だけでなく、地域全体の課題である。 

一方で、当市においても、利用を希望しても放課後児童クラブを利用できない待機

児童が生じていると聞く。制度上は小学校６年生まで利用できる事業であるが、実際

には定員や施設の面積基準等により、利用が難しい児童が出ているのであれば、その

要因を明らかにし、現実的な解消策を検討する必要がある。 

待機児童の解消に向けては、新たな施設整備だけでなく、既存の公共施設や地域の

公会堂等を活用した放課後の居場所づくりも有効な選択肢になり得る。当市では、初

倉地区において放課後子供教室が実施されており、就労要件に限らず子供が参加でき

る地域の放課後の居場所として機能している。こうした取組を他地区へ波及させるこ

とができれば、放課後児童クラブに集中しているニーズを一部受け止め、待機児童対

策にもつながる可能性がある。 

放課後児童クラブは福祉部局の所管であり、放課後子供教室は教育部局との関わり

が深い事業である。今後は、両部局が連携し、地域の公会堂等を活用した居場所づく

り、さらに将来的には学校施設の活用も視野に入れながら、子供の放課後の選択肢を

広げることが重要である。以上を踏まえ、以下伺う。 

(1) 当市の公設の放課後児童クラブについて、直近の待機児童数、地区別・クラブ

別の状況、待機が生じている主な理由を伺う。 

(2) 待機児童対策及び放課後の居場所づくりとして、初倉地区で実施している放課

後子供教室のような取組を他地区へ展開すること、また、将来的に学校施設の活

用も視野に入れ、福祉部局と教育部局が連携して検討を進めることについて、市

長の考えを伺う。 
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５． 13番 川 合 利 也 議員  （ 一問一答 ） 

１ 大規模住宅団地共同合併浄化槽の管理に係る支援・救済要請について 

大規模住宅団地であるばらの丘ニュータウンの共同合併浄化槽は、稼働から25年が

経過した。耐用年数40年との想定にもかかわらず、汚水送水のための電気施設の不具

合発生に加え、集中浄化施設のひび割れや壁表面の崩落等老朽化が目立ち、南海トラ

フ巨大地震に備えての修繕費の捻出、住民の高齢化や料金徴収・経理等煩雑な事務の

担い手不足による管理組合の人材難・運営難等のため、多くの住民から持続可能性を

懸念する声が上がっている。 

私は、こういった住民からの懸念の声を受け、浄化槽管理組合の役員、ばらの丘一

丁目・二丁目町内会の役員その他近隣住民の方に具体的な懸念の内容、解決の方向性、

要望事項等を聴取していった。加えて、浄化槽管理業務を委託する民間２社の現場担

当者から、施設の維持管理状況、傷み具合、災害時の懸念事項等を聴取した上で、懸

念事項・対応方針等を整理・検討し、「ばらの丘ニュータウン（大規模住宅団地）共同

合併浄化槽の今後の取扱方針（案）」（以下「取扱方針案」という。）を作成した。そし

て、昨年暮れ頃より、検討し整理した４つの出口戦略について、浄化槽管理組合の定

例会合及び総会、２町内会の合同組長会、一丁目総会の場で説明し、質疑応答を実施

してきた。さらには、全住民に対し、町内会を通じて、取扱方針案の書面を配布して

きた。 

遡って、当市は1980年（昭和55年）４月に住宅団地汚水処理場条例を制定し、静岡

県企業局が所有し管理してきた月坂団地の汚水処理場を、市が「所有権移転・管理移

管」を受け、市所有・管理に切り替え、市が所有し管理してきた伊太第一・第二団地

の汚水処理場とともに料金体系の統一化を図り、改めて当該３汚水処理場を全て市で

管理していくことを明確化した経緯がある。 

これに対し、ばらの丘ニュータウンは、2001年（平成13年）頃分譲を開始した民間

造成・民間管理の住宅団地ではあるが、この点を除けば、月坂団地・伊太第一団地・

第二団地（以下「既存３団地」という。）と同様、共同合併浄化槽を有し、し尿と生活

排水を合併・集中浄化し、住民の公衆衛生及び生活環境を保全するという大目的は同

一であり、この大目的は行政が民間に求めるものと同様である。 

ついては、以下の点について、当市の考え方を伺う。 

(1) 1980年（昭和55年）に、月坂団地を静岡県企業局の所有・管理から、市所有・

管理に切り替え、既存３団地の汚水処理場を全て市管理とした当時の判断基準は

何か伺う。 
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(2) (1)の基準に照らし、ばらの丘ニュータウンの共同合併浄化槽は公的支援や救

済の対象となるか否か。その理由を含めて伺う。 

(3) 過去の所有形態の違いを理由に、既存３団地のみに手厚い公営管理を提供し、

ばらの丘ニュータウンを救済しないとしたら、その区別は、地方自治法第10条第

２項の「属する普通地方公共団体の役務の提供をひとしく受ける権利」及び憲法

第14条第１項の「平等原則」に照らし、合理的と言えるか否か。合理的な説明を

伺う。 

(4) 1980年（昭和55年）当時に確立した「条例制定による市管理化」の手法を、ば

らの丘ニュータウンの住民負担軽減に用いることにいかなる支障があるか伺う。 

(5) 既存３団地全ての市管理化以降、2001年（平成13年）からの25年間において、

住民からの使用料収入だけで賄えなかった維持管理・施設更新費に対し、市の一

般財源等から投入された公費の総額は幾らか伺う。万一、過去25年間の算出が困

難な場合は、直近10年間に市の一般財源等から投入された公費の総額を伺う。 

(6) 取扱方針案の(1)市管理への移管や、(2)公共下水道延伸による接続が困難であ

るならば、将来の汚水処理破綻による重大な衛生・環境汚染の顕在化を避けるた

め、市として管理組合・住民代表等と定期的に情報交換・協議を行う「公式な対

話の場」を設ける考えがあるか伺う。 
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６． 15番 三 村 隆 久 議員  （ 一問一答 ） 

１ 住宅瓦屋根耐風改修事業について 

当市においては、住宅の耐震化支援制度は整備されているものの、屋根の軽量化や

瓦の固定といった部分的な防災対策に対する支援は限定的であると認識している。 

近年、台風や地震において屋根被害が多発しており、市民の安全確保の観点からも、

こうした部分的な防災対策の重要性は高まっている。また、これらの取組は地域の事

業者の仕事創出にもつながるものであり、防災と地域経済の両面から意義があると考

える。 

さらに、国の制度としては、社会資本整備総合交付金の活用により、住宅の防災・

減災に資する取組への支援が可能とされている。 

そこで、以下質問する。 

(1) 当市において、屋根の軽量化や瓦の固定といった部分的な防災対策に対する支

援は十分であると認識しているか。 

(2) 近年の台風や地震における住宅屋根の被害状況について、当市としてどのよう

に把握・分析しているか。 

(3) 住宅屋根の防災改修については、市民の安全確保のみならず、地域の事業者の

仕事創出にもつながると考えるが、当市の見解はどうか。 

(4) 耐震改修などの大規模な工事に比べ、屋根の軽量化や瓦の固定といった部分的

な対策は、比較的取り組みやすく、普及効果も期待できると考えるが、当市の認

識はどうか。 

(5) 他自治体においては、住宅屋根の防災対策に対する補助制度を設けている事例

もあるが、当市として調査・研究は行っているか。 

２ 第２次観光戦略プランについて 

今年度、第３次島田市総合計画及び第２次島田市観光戦略プランの初年度を迎え、

特に、実際の観光施策に当たるアクションプランは大いに特目すべき項目であると考

えている。 

新たな観光戦略プランの中で、「新たなニーズなどに対応するため、計画の運用、特

にアクションプランについては、積極的な見直しを実施していくこととします。」とあ

るが、これを踏まえ以下質問する。 

(1) 前回と今回のアクションプランでは、具体的にどのような変更をしたのか伺



14 

 

う。 

３ マル経融資の利子補給制度の創設について 

当市においては現在、小口資金及び短期経営改善資金の２つの融資制度に対し利子

補給が設けられているとともに、小口資金融資信用保証料補助金も整備されている。

これらの施策により、市内の中小企業・小規模事業者の資金繰りの安定や円滑な経営

運営に一定の効果があるものと認識している。 

一方、島田市商工会では、日本政策金融公庫の小規模事業者経営改善資金（マル経

融資）について、年間約20件の推薦が行われており、会員事業者からの相談・利用件

数が多い融資制度となっている。マル経融資は担保・保証人を不要とし、経営指導員

の支援を受けながら申請・返済を行える点で、経営改善に取り組む小規模事業者にとっ

て極めて有効な支援制度である。 

しかしながら、当市の融資制度には利子補給等の支援が設けられている一方で、マ

ル経融資に対しては同様の支援が行われていない状況にある。 

そこで、以下質問する。 

(1) マル経融資について、市内小規模事業者の資金繰り支援において有効な制度で

あると認識しているか。 

(2) 当市の融資制度には２つの利子補給等の支援が設けられている一方で、マル経

融資には同様の支援がない現状について、どのように認識しているか。 

 

  



15 

 

７． ５番 石 川 晋太郎 議員  （ 一問一答 ） 

１ 人口減少対策における島田市立地適正化計画と六合地区の課題について 

令和７年12月末における六合地区の人口を平成17年12月末と比較すると、1,478人

増加の１万6,284人となっている。この間、当市の人口が約１万1,000人減少している

ことを踏まえると、同地区は市内において顕著な成長を遂げている地区と言える。そ

の一方で、地域公共交通や商業施設・公園の不足など、日常生活に関する課題は多く、

これまでの土地利用の在り方についても、日々の活動を通じて地域の皆様から様々な

御意見を伺ってきたところである。 

こうした中、当市では令和４年４月に島田市立地適正化計画を策定し、居住誘導区

域を定めた。居住誘導区域とは、人口減少が進む中にあっても、生活サービスや地域

コミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導し一定の人口密度を維持するた

めの区域であり、市民生活に関連する各種計画との連携・整合も図られている。しか

し、人口が増加している六合地区の多くのエリアが居住誘導区域に含まれていないこ

とは、さきに述べた諸課題の解決を妨げるおそれがあり、人口減少が続く当市の人口

施策の在り方としても疑問を感じるところである。 

策定から一定期間が経過し、計画の見直し時期を迎えた今、これまでの六合地区に

おける土地利用の経緯と島田市立地適正化計画を踏まえ、同地区が抱える課題と当市

の人口減少対策について、以下伺う。 

(1) 当市と六合地区それぞれの人口推移予測を伺う。 

(2) 六合地区の土地利用及び建築・開発に関して、用途地域外の新設住宅着工戸数

と農地転用の状況及び予測を伺う。 

(3) 六合地区の公園緑地人口カバー率を伺う。 

(4) 六合地区の公共交通空白地域人口割合を伺う。 

(5) 当市の人口減少対策の中で、人口増加を続けてきた六合地区をどのように捉え

ているか伺う。 

(6) 今回の島田市立地適正化計画の見直しではどのような検討がされていくか、方

向性を伺う。 
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８． 20番 八 木 伸 雄 議員  （ 一問一答 ） 

１ 不登校児童生徒の現状と対策について 

少子化が進み児童生徒数が減少する一方で、不登校の児童生徒の数は年々増加して

おり、全国的な課題となっている。不登校の原因や児童生徒の個別の事情、様々な環

境の違いから、文部科学省の対策と当市の対応もそれぞれ異なる。福祉の観点、そし

て誰一人取り残さないという当市の教育目標から見ても困難な課題であるが、不登校

児童生徒に寄り添う施策を模索し、将来のひきこもりを防止し、全ての市民が安心に

暮らせることを期待し、以下質問する。 

(1) 当市の不登校児童生徒数の実態を伺う。 

(2) 18歳以上のひきこもりとされる人数を伺う。 

(3) 成人のひきこもりと小・中学校時の不登校の経験に因果関係は見られるか。 

(4) 不登校児童生徒の生活支援及び学習支援の現状について伺う。 

(5) 不登校児童生徒の保護者への支援の現状を伺う。 

２ 持続可能な茶業を目指して 

本年の一番茶の生産が大きく増産・増額であったことが、静岡新聞の一面を飾った。

既に昨年の二番茶以降荒茶価格が上昇し、本年の茶価に期待する声が多かった。 

しかし、生産現場の実態と製茶問屋・茶小売店の現状を見れば、単純に喜んでばか

りいられない。現状を冷静に精査し、将来予想を見越した対応・施策を検討していく

必要があると考え、持続可能な茶業を目指すための振興策等について、以下質問する。 

(1) 本年の一番茶の相場を形成した要因を伺う。 

(2) 新聞では大幅な収量増加があったと報道されたが、その要因を伺う。 

(3) 有機栽培、海外輸出、碾茶製造等の支援の成果を伺う。 

(4) 後継者不足を補う企業経営の導入の実態を伺う。 
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９． ８番 仲 田   明 議員  （ 一問一答 ） 

１ 茶業の改革支援について 

抹茶の需要は国内だけでなく海外でもますます強くなっている。これまで、静岡県

は煎茶へのこだわりから抹茶への転換が遅れ、それが荒茶生産量で鹿児島県の後塵を

拝する要因になったと考える。高品質の煎茶づくりという本県の強みは維持しつつ、

市場が世界に広がっている抹茶生産のさらなる強化を支援すべきと考え、以下質問す

る。 

(1) 増加している放棄茶園を再生することが効果的と考えるが、具体策について伺

う。 

(2) 需要が高いと思われる有機栽培は病害虫対策等が必要であり、転換するには新

たな経費を要することがネックとなるが、支援策について伺う。 

(3) 抹茶生産のための新植、改植の支援策について伺う。 

(4) 緑茶の輸出は近年大幅に増加しており、令和７年度は前年比倍増の721億円を

記録している。拡大している世界の市場へ販路を拡大するための市場分析、商品

ニーズ調査、残留農薬基準の開示、流通経路の確保等の支援策について伺う。 

２ 小学校での英語教育について 

小学校における英語教育は、2020年度から必修化され、３・４年生では外国語活動

として週に１回程度、５・６年生では外国語科として週に２回程度の授業が行われて

いる。現在のＮＨＫ朝ドラ「風、薫る」でもふんだんに英語が使われている。私自身、

若い時から海外との仕事を多く経験してきた中で、欧米だけでなく、韓国、台湾、中

国とのビジネスでも若い人は英語を上手く使いこなし、英語は必修知識となっている

と実感している。商品の輸出入だけでなく、文化の交流にも英語はますます重要となっ

ていくと考える。 

幸いにも、当市には富士山静岡空港、県立ふじのくに国際高等学校という県内で唯

一の公立の海外との窓口があり、小学生のときから、外国語、特に英語を通じ海外へ

の親しみを醸成することができる環境にある。 

英会話の上達に個人の能力は関係ない。私たちが使っている日本語はほとんどの人

が学ぶ意識もなく身についていると思われる。小学生には、楽しく英語に接する時間

をできるだけ多く与え、英語を好きにさせることが最も大切と考える。子供たちの未

来を明るくし、豊かな人生を送り、共生社会の礎を学んでほしいという思いから、以

下質問する。 
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(1) 小学校における英語教育の最優先目的について、どのように考えているか伺

う。 

(2) 授業における「コミュニケーション（話す・聞く）」の重視について、どのよう

な工夫をしているか伺う。 

(3) ＡＬＴ（外国語指導助手）の活用と「生きた英語」に触れる機会の創出につい

て、どのような工夫をしているか伺う。 

(4) 英語嫌いや英語への苦手意識をなくすための対策について伺う。 
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10． 14番 大 関 衣 世 議員  （ 一問一答 ） 

１ 身寄りのない方への支援について 

高齢化の進展に伴い、65歳以上の単身高齢者は年々増加している。厚生労働省の資

料では、2040年の単身世帯は全体の43.5％、高齢者単身世帯の割合は18.6％と推計し

ている。また、国立社会保障・人口問題研究所の2024年度発表資料では、単身高齢男

性の未婚者の割合は2050年には約60％、女性は約30％になると推計している。この数

値からみると、高齢期に身寄りがない状態となる人口は増加する可能性が高い。 

市民が最後まで尊厳をもって暮らせるように、いかに「支え合う社会」を築いてい

くかが「笑顔あふれる 安心のまち 島田」に繋がると考え、以下質問する。 

(1) 当市の単身高齢者や身寄りのない方の人口推移、今後の見通し、相談件数の状

況を伺う。 

(2) 単身高齢者や身寄りのない方への支援に係る取組と課題を伺う。 

(3) 社会福祉法の改正を見据えた今後の取組を伺う。 
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11． 11番 四ツ谷   恵 議員  （ 一問一答 ） 

１ 第２次島田市総合計画の検証と第３次島田市総合計画の具体的政策について 

現在、日本全体が人口減少社会へ突入している。当市においても、2015年に約９万

8,000人であった人口が、第３次島田市総合計画の目標年次である2033年には約９万

1,000人前後になるとしている。この間、約7,000人の人口減少になっている。本当に

このまま推移してよいのか。特に問題なのは、生産年齢人口の減少と高齢化率の上昇

である。高齢化率は既に30％を超え、今後さらに上昇すると推測される。 

第２次島田市総合計画は、「笑顔あふれる 安心のまち 島田」を基本理念として進

められてきた。しかし、若者の流出、地域医療の不安、公共交通の縮小、財政硬直化

など多くの課題があり、人口減少に歯止めがかかったとは言えないのではないか。 

令和７年６月と令和８年２月定例会の一般質問において、同僚議員が第３次島田市

総合計画について取り上げているが、それを踏まえ、第２次島田市総合計画の成果を

どのように検証し、第３次島田市総合計画にどのように反映させたのか、以下伺う。 

(1) 第２次島田市総合計画の振り返りをした上で、第３次の前期基本計画の特徴は

何か、特に力点をどこにおいて実行しようとするのか伺う。 

(2) 島田市総合計画において言及されている人口減少の進行について 

① 第２次島田市総合計画の期間中の人口減少の要因をどのように分析している

か。 

② 若者の減少要因は多々あると思われるが、最大の要因はどこにあると考えて

いるか。 

(3) 第３次の前期基本計画において「将来にわたって活躍できる子どもを育てる」

とあるが、将来を担う子供たちへの教育支援政策について、以下伺う。 

① 小・中学校の不登校児童生徒数について、過去５年間の推移を伺う。 

② 給食が提供されない夏休み期間に、小学生へ給食を提供することを提案する

が、市の見解を伺う。 

③ 中学生の学校給食の無償化について、当市の検討状況を伺う。 

(4) 第３次の前期基本計画において「未来を見据えた経営に取り組む中小企業を育

てる」とあるが、ホルムズ海峡が封鎖され、石油が輸入されていない状況の下で、

当市の経済を担っている中小・零細企業の現状と対策について、以下伺う。 

① 建築業、塗装業、クリーニング業など、有機溶剤を使っている業者はどのく

らいいるか。 

② 市としてどのような対策を実施しているか。 
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12． 18番 青 山 真 虎 議員  （ 一問一答 ） 

１ 気候変動から市民を守る 

予想を超える気候変動で今夏も厳しい予測。40℃、干ばつ、巨大台風、線状降水帯。

様々に生命活動に支障を来している。対策が急務と考え質問する。 

(1) 小・中学校体育館へのクーラー設置、いつ全校で完了するか。また、登下校時

のクールバンド及び冷凍庫の設置、隣市の小・中学校に比べて導入が遅れている

が今後の方針はどうか。 

(2) 産業支援センターの熱中症対策事業（地域産業振興事業費補助金）として空調

服購入の補助が新設。対象業種は製造、建設、運輸、郵便、警備業であるが、熱

中症の危険レベル（ＷＢＧＴ31以上）が続く時期に予算が尽きた場合、補正予算

は想定しているか。周知はどうか。 

(3) 駅、市役所、学校等に給茶機の設置を復活させることはできないか。以前使っ

ていた給茶機は現在どこでどうなっているのか。 

(4) 水害対策の自治会要望に対して工事の実施率は何％か。水害調査後、改良の予

算がついていない地区はどこで何か所か。自治会要望の提出期限が６月末の方針

だが、これ以降が水害の多発する時期であることから、他の要望と切り離してま

ずは要望を受理し、把握することが肝要と考えるがどうか。要望書が提出されな

い地点についても、水害を把握している地点は対策を進める必要が当然あると思

うがどうか。 

(5) 豪雨・酷暑の影響で道路の損傷が目立つ。応急修繕すべき地点はいつも大体決

まっているから、市民の一報を待たずとも修繕する体制が必要と考える。過去の

修繕回数をＡＩで地図に落とし、別の現場に向かうついでのルートとして巡回し

効率化を図ってほしいがどうか。 

(6) 農家を熱波から守るため、高温でも水やり等がそれほどいらず、手のかからな

い作物はあるか。県でもアボカド産地化を推進しているが、酷暑に耐える作物に

植え替える補助制度は国県等にあるか。 

(7) 全国的に林野火災が発生している。冬には金谷大代でも発生。乾燥した気候が

長引くことが一つの要因で、手入れの行き届かない山林では延焼面積が拡大する

傾向にある。市内全ての山林の手入れをした場合、約60年かかるとの市の答弁が

あったが、これの前倒しを物理的に可能にする手段はないか。 

(8) 40℃近いのにクーラーをつけない高齢者が一定数いる。自治体として何ができ

るか。 
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２ リニア水問題の永久補償 

この流れでいくと、近くリニア南アルプストンネル工事のゴーサインが県知事から

出るのではないかと心配。将来の最悪事態まで想定して、市として求めるべき補償を

具体的に示さなければならないと思っている。水が減った場合の現物（水）と経済的

損失（金銭）の永久補償が妥当と思われる。また、県とＪＲ東海が交わした補償の確

認書を市は追認したが、それは県の話であって、市の補償に対する考えの発信があま

りに少ない。ＪＲ東海や県に説明まで一任せず、市の考えを広く説明する責任がある

と思うがどうか。 
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13． ４番 曽 根 達 裕 議員  （ 一問一答 ） 

１ 市営住宅の現状と当市の対応や基本方針について 

当市では、高度経済成長期から平成初期にかけて整備された市営住宅が、市民の住

まいのセーフティネットとして重要な役割を担ってきた。しかし、近年の急激な人口

減少、少子高齢化、そして建物の老朽化という三重苦に直面しており、住宅施策の大

きな転換期を迎えている。 

当市が管理する市営住宅の現状を語る上で避けて通れないのが、建物の老朽化であ

る。現在の市営住宅ストックの多くは、昭和20年代から30年代にかけて大量供給され

た。島田市営住宅等長寿命化計画によると、耐用年限を経過した住宅は全体の約４割

に達している。平成以降に整備された中層耐火住宅は管理戸数全体の半数を占めてい

るが、昭和中期に建てられた木造住宅や簡易耐火住宅が依然として一定数を占めてお

り、これらは現代の居住水準や耐震基準に照らすと不十分な点が多く見られる。物理

的な老朽化や利便性の低下に伴い、特に中山間地域や古い平屋タイプの住宅において

空き室が目立つようになっている。 

また、住宅そのものの問題に加え、入居者層の変化が管理運営に大きな影響を与え

ている。市営住宅の入居者の高齢化率は、市全体の平均を上回るペースで進行してい

る。特に、単身高齢世帯の増加は顕著であり、「孤独死への対応」や「日常的な見守り」

といった、単なるハードウェア（住箱）の提供を超えた福祉的機能が求められるよう

になっている。高齢者だけでなく、障害者、独り親世帯、低所得世帯など、民間賃貸

住宅への入居が困難な「住宅確保要配慮者」の層が多様化している。これらの方々に

対し、バリアフリー化された住宅の供給や生活支援サービスとの連携が不可欠となっ

ている。 

今後は、厳しい財政状況の中で、膨大な住宅ストックをどう維持していくかが最大

の議論の的となっており、老朽化した住宅を一斉に建て替えるには膨大な費用がかか

る。当市では島田市営住宅等長寿命化計画に基づき、壊して建てる「スクラップ・ア

ンド・ビルド」から、適切な修繕で建物を長持ちさせる「予防保全型管理」へのシフ

トを図っている。しかし、修繕費の確保と優先順位の決定は常に困難を伴うと考えら

れる。 

将来的な人口推計に基づくと、現在の管理戸数をそのまま維持し続けることは現実

的ではない。需要に見合った「適正規模（ターゲット戸数）」への削減、すなわち一部

団地の用途廃止や集約化が避けられない状況である。 

そして、地域コミュニティと防災も課題となる。若年層の入居が減り、高齢者が中

心となることで、団地内活動の停滞や共用部分の維持管理（草刈りや清掃）の負担増
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が問題となっている。防災機能における不安もある。古い木造・簡易耐火住宅は災害

時の脆弱性が懸念される。特に、土砂災害警戒区域等にかかる団地については、計画

的な移転や安全確保が急務となる。 

このような現状を踏まえ、当市の対応や基本方針について、以下質問する。 

(1) 市営住宅の老朽化が進んでいるが、島田市営住宅等長寿命化計画に示されてい

る方向性とこれまでの取組について伺う。 

(2) 耐用年限を経過している木造住宅や簡易耐火住宅の方針と現入居者への移転

支援策をどのように進めていくのか伺う。 

(3) 入居者の高齢化が進んでいる中、単身高齢者世帯の孤立や孤独死が懸念され

る。現在、福祉部局や地域包括支援センター、あるいは民間事業者等と連携した

具体的な見守り・生活支援の仕組みはどのように構築されているのか伺う。 

(4) 高齢化や入居率の低下により、草刈りや清掃、団地内役員のなり手不足など、

団地内のコミュニティ維持が限界を迎えている地域がある。共用部の維持管理に

対する負担軽減に向けた対策について伺う。 

２ 中央公園ほか６施設の現状と課題、そして将来に向けての当市の取組について 

中央公園ほか６施設は、当市のスポーツ・レクリエーションの核となる施設群であ

る。現在、これらは「しまだローズパートナーズ」という共同事業体が指定管理者と

して一括管理を行っている。民間企業のノウハウを導入することで、単なる維持管理

にとどまらず、スポーツ教室の開催やイベント企画など、多角的なサービス展開が行

われている。市としては、一括管理によるスケールメリット（清掃・保守点検の共通

化）により、個別管理よりもコストを抑制できている現状がある。 

指定管理者制度による効率化が進む一方で、長期的な視点で見ると深刻な課題が浮

き彫りになっている。最大の問題は、多くの施設が建設から数十年を経過し、一斉に

更新時期を迎えている点である。ローズアリーナの空調設備や防水工事、親子プール

の循環システムなど、億単位の修繕費が必要な項目が累積している。ばらの丘公園も

開園後30年以上が経過し、施設の老朽化が進んでいる。指定管理者の業務範囲は通常

「小規模修繕」に限られ、大規模な設備更新は市の直接事業（公費）となる。このた

め、現場で故障が発生しても市の予算措置が間に合わず、一部の設備が使用不能な状

態で放置されるリスクがある。 

民間事業者が運営する以上、収益向上が求められるが、公共施設としての制約が壁

となっている。料金改定には条例改正が必要であり、物価高騰や電気代上昇を即座に

利用料に転嫁することができない。 
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観光施設であるばらの丘公園は、バラの維持管理（剪定・防除）に多額のコストが

かかる一方で、天候による来園者数の変動が激しく、単体での黒字化が極めて困難な

構造になっている。そのような中、毎年の指定管理者の評価において「概ね適当」と

の判定が続いていても、それが必ずしも「市民満足度の最大化」に繋がっているかが

分かりにくく、客観的な指標（ＫＰＩ）の再定義が求められる。 

また、災害対応の再確認も必要である。各地の地震等を受け、防災拠点としてのロー

ズアリーナの備蓄機能や、民間スタッフによる初動対応の訓練強度が十分か再検証が

必要なフェーズにある。 

そこで、この施設の現状の確認と今後の取組について、以下質問する。 

(1) 「中央公園ほか６施設」を一つのパッケージとして一括発注していることにつ

いて、市が当初見込んでいた「コスト削減」や「業務効率化」の具体的な数値目

標はどのように達成されているか。また、一括管理によって生じたメリットとデ

メリットについて、市としてどのように把握し検証しているか伺う。 

(2) 中央公園の遊具（ミニ鉄道、アスレチックなど）や体育施設の空調をはじめ、

各施設の設備の老朽化が進んでいる。指定管理者が行うべき「日々の維持管理・

修繕（小規模修繕）」と、市が行うべき「抜本的な長寿命化・更新（大規模改修）」

の境界線は明確か、また、利用者の安全を守るための財政的なバックアップ体制

について伺う。 

(3) 指定管理者の強みである民間企業のマーケティングや柔軟な企画力を生かす

ためには、利用料金の柔軟な設定（例：繁忙期・閑散期、時間帯によるダイナミッ

クプライシングなど）が有効である。しかし、現状は島田市都市公園条例等で利

用料金の上限や基準が厳格に定められており、指定管理者の自主事業による収益

拡大の機会を狭めていると感じるが、当局の見解を伺う。 

(4) ローズアリーナをはじめとする一部の施設は、災害時の指定避難所や物資集積

拠点としての役割を担っている。平時の指定管理運営の中で、災害発生時の行政

等との初動対応の連携、指定管理者が取るべき行動などがどのように担保されて

いるか、その実効性を伺う。 
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14． 12番 望 月 史 彦 議員  （ 一問一答 ） 

１ 当市のコミュニティバスの現況と未来像について 

当市では、令和６年度から令和10年度までを計画期間とした島田市地域公共交通計

画が動き出しており、まさに公共交通の在り方を大胆に見直している転換期にある。

直近の動きとしても、令和８年度から六合南線の車両をジャンボタクシーから普通タ

クシーへ小型化したり、伊久身地区のゆめバスといった中山間地域での地元主体運行

やゆいタクの運行を進めるなど、「空気を運ぶバス」からの脱却と持続可能性への模索

が続いている。 

本事業の現況と未来像をどのように捉えているか、以下伺う。 

(1) 島田市地域公共交通計画の進捗と利用者減少への危機認識について、計画策定

から数年が経過する中、コロナ禍以降の利用者の戻り具合や、市民からの「空気

を運んで走っている」という厳しい声に対し、市が現状の維持可能性をどのよう

に捉えているか伺う。 

(2) 車両の小型化（ダウンサイジング）と効率化について、令和８年度から始まっ

た六合南線の普通タクシー車両への小型化など、路線ごとの実態に合わせたダウ

ンサイジングの基準と、今後の展開を伺う。 

(3) 中山間地域における地元主体運行の横展開について、伊久身地区のゆめバスを

モデルとした地元主体運行や、伊久身以外の地域における移動手段について、市

の支援体制を伺う。 

(4) 「2024年問題」に伴う運転手不足と公共交通の維持について、全国的に深刻化

しているバス・タクシー運転手の不足、人件費高騰が当市のコミュニティバス運

行委託に与えている影響と対策を伺う。 

(5) 当市の公共交通のＤＸ化について伺う。 

２ 島田市公共下水道事業について 

財政健全化、老朽化対策、ストックマネジメントといった公共下水道事業の経営戦

略のトレンドを踏まえ、最新の島田市公共下水道事業経営戦略の実効性について、以

下伺う。 

(1) 人口減少下における「使用料収入の見通し」と「財政の健全化」について、ま

た、経営戦略の前提となる「将来人口」と「有収水量（料金を徴収できる水量）」

の予測値について、現在の乖離状況と財政への影響を伺う。 
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(2) 老朽化対策とストックマネジメント計画の実効性について、高度経済成長期以

降に整備された管路や処理場施設の更新時期が一斉に到来する中、優先順位づけ

と財源確保が計画通り進んでいるかを伺う。 

(3) 普及率の向上と「未普及地域の解消」及び「接続促進」について、整備済エリ

アでの未接続世帯への対策と、今後整備予定のエリアへの対策を伺う。 
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15． ９番 天 野   弘 議員  （ 一問一答 ） 

１ 重層的支援体制整備事業の取組状況と今後について 

私は、令和６年２月及び同年11月の定例会において、同僚議員とともに取り組んで

きた地域共生社会の実現のための「重層的支援体制整備事業（以下「重層事業」とい

う。）」について質問を行った。 

急速な高齢化や人口減少、さらに核家族化や個人主義などを背景に、ひきこもり、

生活困窮者、社会的孤立者など、複雑化、複合化した従来の縦割りの公的支援では解

決が難しい社会問題が地域福祉の中で増加してきている。そのため、国では「地域共

生社会」の実現を基本方針とし、平成28年に社会福祉法の改正を行い、包括的な支援

体制の整備を市町村に努力義務化するとともに、令和３年に新たな重層事業が創設さ

れた。当市では、令和６年11月から本事業を開始し、翌年７年度から本格的な実施を

行っている。 

現在、国が進める「地域共生社会」とは、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手・

受け手」という関係を超えて、地域住民などが「我が事」として参画し、人と人とが

世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人一人が生きがいを地域とも

に創っていく社会と定義されている。重層事業では、包括的な支援体制を充実させ、

地域共生社会を実現するため、３つの支援「相談支援」「参加支援」「地域づくり支援」

を一体的に行うとしている。このうち、重層事業において新規に取り組まれることに

なった多機関協働事業、アウトリーチ支援事業並びに参加支援事業は、特に今までに

ない支援事業でその成果が注目されている。しかしながら、今も、不登校、ひきこも

り、孤独・孤独死など「孤立」に関する問題が社会課題になっている。昨年、市制20

周年事業で開催した講演会のテーマとして「社会的処方」が取り上げられた。薬で人

を健康にするのではなく、地域のつながりを処方することで人を元気にする仕組みで

ある。今後、重層事業の中で取り組むべき課題と考えられる。しかしながら、今年１

月、国は本事業を推進するための交付金を今後大幅に削減する方針であることが報道

され、関係者に不安感を与えた。 

そこで、まだ事業実施から１年余の経過ではあるが、当市にとって重層事業の取組

は大変重要な施策であると考え、今までの取組状況及びその課題など、以下の項目に

ついて質問する。 

(1) 市役所１階に「包括的相談窓口」が設置され１年半となるが、この間の成果に

ついてどのように捉えているのか伺う。 

(2) 多機関協働事業として重層的支援会議及び支援会議が開催されているが、令和
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７年度の開催実績を伺う。そして、この会議がどのように運営されているのか実

態について伺う。 

(3) 重層的支援会議等で作成された支援プランに基づき、アウトリーチ事業及び参

加支援事業が行われるが、誰がどのような支援を行っているのか伺う。 

(4) 地域づくり支援が拡充されることになっているが、この間、重層事業について、

地域でどのような活動や動きがあったか伺う。 

(5) 国の本事業の交付金が減額された場合、当市としてどのように対応していくの

か方針を伺う。 

(6) この１年半が経過して見えてきた重層事業が抱える課題は何か伺う。 

２ 中心市街地や商店街の活性化に向けた取組について 

当市では、長い時間をかけて島田駅を中心に区画整理や再開発の手法により中心市

街地のまちづくりを進めてきた。昭和59年から始まった中心市街地の区画整理事業は、

平成８年には「ふるさとの顔づくりモデル区画整理事業」の指定を受けるなど宿場町

の風情を伝える魅力ある景観の形成が行われた。そして、当事業により誕生した「お

び通り」は、ハード面だけでなく、「しまだ元気市」などの活用面も高く評価され、平

成20年度都市景観大賞を受賞している。しかしながら、イベントなどではにぎやかに

活用されるものの、日常では人のにぎわいは減少し、今も商店街の空き店舗化が進ん

でいる。 

少子高齢化や人口減少が進む中、中心市街地の活性化は、当市だけでなく全国の地

方都市が抱える課題となっており、国では平成10年に中心市街地に関する法律を制定

し、各自治体は法に基づき基本計画を策定している。当市でも令和２年３月に認定さ

れた島田市中心市街地活性化基本計画に基づき活性化事業を進めてきた。 

最近、従来の再開発に代わって、大規模な予算をかけない、民間主体の活性化手法

である「リノベーションまちづくり」が注目されている。本手法は、空き家や空きビ

ルなどの遊休資産と地域資源を活用して民間主体でまちを再生・活性化する取組であ

る。現在、全国の地方都市においてこの取組が行われており、一部では地域の活性化

につながる成果が出ている。県内においても、静岡市人宿町、熱海市、浜松市などで

成果が注目されている。 

当市でも、再開発エリアから外れた本通六丁目・七丁目については、「リノベーショ

ンまちづくり」の手法により再生を図ることとし、「リノベーションまちづくり推進事

業」を立ち上げ、不動産オーナーやまちづくりプレイヤーの啓発や育成目的としたリ

ノベーションスクールを開催してきた。一方、中心市街地全域を対象とした「まちな
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か商店リニューアル事業」や「遊休不動産リノベーション応援事業」において、既存

の店舗の改装や新たな出店に対して補助金を交付することにより市街地の店舗を支援

してきている。しかしながら、商店街では人の往来は減少し、徐々に空き店舗が増加

し、中心市街地の空洞化が顕著になってきている。商店街に人出が少ない、元気がな

いとの声が聞かれるようになっている。 

一方で、最近、マルシェがいろいろな場所で開催され、多くの人出でにぎわってい

る。休日の市庁舎前の帯モール、蓬莱橋や川越街道などで開催されるマルシェは若い

人達でにぎわっている。固定した店舗を持たない若者によるキッチンカーやテントに

よる物品販売は増加し、若者達の関心を集め文化になりつつあると思われる。ここに、

従来にないにぎわいが生まれてきているように思える。 

そこで、これからの中心市街地や商店街の活性化など、以下の項目について質問す

る。 

(1) リノベーションまちづくり推進事業においてどのような成果があったのか、一

方でどのような課題が見えてきたか伺う。 

(2) まちなか商店リニューアル事業や遊休不動産リノベーション応援事業の実績

を伺う。また、どのような成功事例があるのか伺う。 

(3) リノベーションまちづくりをどのように評価し、今後どのように取り組む考え

か伺う。 

(4) 今後、中心市街地や商店街の活性化をどのような考え方の下で進める方針か伺

う。 
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16． 19番 岩 﨑 好 美 議員  （ 一問一答 ） 

１ 当市における物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業について 

さきの国政選挙では、消費税減税をはじめとする国民の負担軽減の政策を掲げた各

党が選挙戦を繰り広げた結果、現政権が発足した。国民が国内の経済をはじめ一般家

庭の暮らし向きが良くなる政治を期待していたことは、記憶に新しい出来事である。 

しかし、一時的なガソリン価格の値下げもつかの間、中東情勢の悪化によりホルム

ズ海峡が封鎖され、一気に不安定な状況になり、原油タンカーが到着しただけで国内

ではニュースになるありさまである。市内でも指定のごみ袋が販売店からなくなり、

ナフサの影響はいずれさらなるポリエチレンの不足を招き、各方面にわたり不安定要

素が増加することは言うまでもないと考える。 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（以下「重点支援地方交付金」という。）

は、エネルギーや食品価格高騰による負担を軽減するため令和５年11月から始まり、

令和６年11月、そして昨年の令和７年11月には政府の「強い経済」を実現する総合経

済対策として閣議決定がなされ、追加支援の補正予算が組まれたことによって、給付

金やプレミアム付き商品券の発行といった形で地方自治体が国民生活の支援を実施し

ている。令和の米騒動から「おこめ券」の配布か、商品券になるのかと市内でも話題

になったことは記憶に新しい。そして、本年１月６日の定例記者会見でその概要が市

長から発表された。その直後から、私の周囲の市民から様々な御意見が寄せられた。 

市民は待ちに待っていることが感じられ、この事業に寄せられる期待が大きいこと

が伺える。私たち議員は、決定されたことをお伝えすることは可能であるが、前段階

の仕組みづくりや業者選定など介入できない点もある。 

そこで、この事業内容が適切で、市民の皆さんの期待に沿った事業であるのか考察

するため、以下質問する。 

(1) 昨年12月の補正予算成立により国から当市に交付された重点支援地方交付金

の概要と配分状況について伺う。 

(2) 令和８年度の当市の当初予算に措置されている重点支援地方交付金を活用し

た事業の具体的な内容について伺う。 

 


